
  ○やまと広域環境衛生事務組合公有財産規則 

（平成２９年４月１８日規則第２号） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、法令に特別の定めがあるもののほか、やまと広域環境衛生事務組合

（以下「組合」という。）の公有財産の取得、管理及び処分について、必要な事項を定め

るものとする。 

（申請） 

第２条 公有財産とする目的をもって財産を取得しようとするときは、当該財産に関する

地上権、抵当権、賃借権による権利その他の所有権以外の権利の有無を調査し、これら

の権利があるときは、これらの権利を消滅させた後でなければ取得してはならない。 

 （取得財産の確認等） 

第３条 公有財産として引渡しを受ける場合においては、当該財産とその引渡しに関する

書類、図面等の照合の上、符合しているかどうかを確認しなければならない。 

２ 引渡しを受ける財産が土地であるときは、隣接地の所有者等の立会いの上で境界を明

らかにするため標柱を設置し、その他の財産であるときは、組合の所有であることを明

らかにするための措置をしなければならない。 

 （登記及び登録） 

第４条 取得した公有財産で登記または登録の制度のあるものについては、速やかにその

手続きをしなければならない。 

 （代金の支払時期） 

第５条 公有財産の取得に伴う代金は、前金払をすることができる場合を除き、登記又は

登録の制度のあるものにあっては、登記又は登録が完了した後、その他のものにあって

は、その引渡しが完了した後でなければ、これを支払うことができない。 

 （行政財産の用途外又は目的外使用の許可） 

第６条 行政財産の用途外又は目的外の使用について、許可を受けようとする者は、行政

財産使用許可申請書（様式第１号）を管理者（当該行政財産を管理する者が管理者以外

の者であるときは、その者。以下次項において同じ。）に提出しなければならない。 

２ 管理者は、前項の行政財産使用許可申請書に基づき、これを許可したときは、当該申

請者に行政財産使用許可書（様式第 2号）を交付しなければならない。 

３ 管理者以外の者が管理者の定める行政財産につき前項の許可をしようとするときは、

あらかじめ管理者と協議しなければならない。 

４ 行政財産の使用期間は、１年を超えることができない。 

 （普通財産の貸付け） 

第７条 普通財産について、貸付けを受けようとする者は、普通財産借受申込書（様式第

３号）を管理者に提出しなければならない。 

２ 管理者は、前項の普通財産借受申込書に係る普通財産の貸付けをしようとするときは、



契約書を作成して契約を締結しなければならない。 

３ 普通財産の貸付期間は、当該貸付けの目的を考慮して管理者がその都度定める。 

４ 普通財産の貸付料は、無償で貸し付ける場合を除き、毎年定期に、これを納付させな

ければならない。ただし、前納させることを妨げない。 

５ 普通財産の貸付けについて必要があると認めるときは、借受人に相当の担保を提供さ

せ、又は確実な保証人を立てさせなければならない。 

 （普通財産の用途指定貸付け） 

第８条 普通財産について、一定の用途並びにその用途に供しなければならない期日及び

期間を指定して貸付けをしようとするときは、その旨を契約において明らかにしなけれ

ばならない。 

 （普通財産の処分等） 

第９条 普通財産を交換し、売り払い、譲与し、若しくは出資の目的とし、又はこれに私

権を設定しようとするときは、契約書を作成し契約を締結しなければならない。この場

合において、一定の用途並びにその用途に供しなければならない期日及び期間を指定し

て売り払い又は譲与しようとするときは、その旨を契約において明らかにしなければな

らない。 

 （普通財産の引渡し） 

第１０条 普通財産で登記又は登録を要するものについては、当該財産の売払代金又は交

換差金を納付させた後でなければ、登記又は登録の手続をしてはならない。 

 （売払代金等の延納） 

第１１条 普通財産の売払代金又は交換差金について延納の特約をする場合の担保及び利

息は、次に定めるところによる。 

（１）担保 国債、地方債、金融債その他管理者が確実と認める社債 

（２）利息 管理者が一般金融市場における金利を勘案して別に定める利息 

 （公有財産の所管換え等） 

第１２条 公有財産は、必要に応じて所管換え、会計換え若しくは分類換え又はその使用

目的を変更することができる。 

２ 前項の規定により公有財産の所管換え、会計換え若しくは分類換え又はその使用目的

の変更をした場合において、当該公有財産を管理すべき者を異にするときは、当該公有

財産はこれを引き継がなければならない。 

３ 第１項の規定により公有財産の会計換えをするときは、原則として当該会計間におい

て有償として整理しなければならない。 

 （公有財産の取得等の通知） 

第１３条 公有財産を取得、貸し付け、交換、売り払い、譲与、出資の目的とし、若しく

はこれに私権を設定し、又は行政財産の使用目的を変更したときは、直ちに公有財産異

動通知（様式第４号）により会計管理者（当該公有財産を管理すべき者が管理者以外の



者であるときは、管理者及び会計管理者）に通知しなければならない。 

２ 前項の規定は、前条第１項の場合に準用する。 

 （公有財産台帳等の作成） 

第１４条 管理者は、行政財産又は普通財産の分類に従い、公有財産台帳（様式第５号）

を備えて記録し、常に公有財産の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 会計管理者は、公有財産台帳の副本を備え、前条の通知を受けたときは、その都度整

理しなければならない。 

３ 管理者以外の者が、公有財産を管理するときは、第１項の規定を準用する。 

４ 第１項及び前項の台帳には、適当な図面等を付しておかなければならない。 

 （台帳価格） 

第１５条 公有財産を新たに公有財産台帳に記載する場合において、その記載すべき価格

は、購入に係るものは、購入価格、交換に係るものは交換当時における評定価格、収用

に係るものは補償金額により、その他のものは次の各号に定めるところによらなければ

ならない。 

（１）土地については、類地の時価を考慮して算定した金額 

（２）建物及び工作物その他の動産については、建築費または製造費。ただし、建設費

又は製造費によることの困難なものは、見積価格 

（３）立木竹については、その材積に単価を乗じて算定した金額。ただし、庭木その他

材積を基準として算定することが困難なものは、見積価格 

（４）地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２３８条第１項第

４号又は第５号に掲げる権利につては、取得価格。ただし、取得価格によることが

困難なものは、見積価格 

（５）法第２３８条第１項第６号に掲げる財産のうち株券については、額面株式にあっ

ては１株の金額（無額面株式にあっては発行価格）。その他のものについては、額面

金額 

（６）法第２３８条第１項第７号に掲げる権利にあっては、出資金額 

 （台帳価格の改定） 

第１６条 前条の台帳価格は、当該公有財産につき３年ごとにその年の３月３１日の現況

においてこれを評価し、その評価額により改定しなければならない。ただし、法第２３

８条第１項第６号及び第７号に掲げるものその他台帳価格を改定することが適当でない

ものについては、この限りでない。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 



様式第１号（第 6条関係） 

 

行政財産使用許可申請書 

 

所 在 地 
 

種 類 

 

 

使 用 目 的 

 

 

使 用 期 間 
 

その他参考事項 

 

 

 

 上記のとおり行政財産を使用したいので許可されますよう申請します。 

 

 

     年   月   日 

 

           殿 

 

 

                    申請者住所 

                       氏名             ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第 6条関係） 

 

行政財産使用許可書 

 

所 在 地 

 

種 類 

 

 

使 用 目 的 

 

 

使用される期間 
 

許可条件及び 

指示事項 

 

 

 

 

 

      年  月  日付けで申請のあった行政財産の使用については、地方自治法第 

２３８条の４第７項の規定により上記のとおり許可する。 

 

 

     年   月   日 

 

           様 

 

 

 

                                 ㊞ 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第 7条関係） 

 

普通財産借受申込書 

 

所 在 地 
 

種 類 

 

数 量 

 

 

用 途 

 

借 受 期 間 
 

その他参考事項 

 

 

 

 上記のとおり普通財産を借受けたいので貸付けされますよう申し込みます。 

 

 

     年   月   日 

 

           殿 

 

 

                    申請者住所 

                       氏名             ㊞ 

 

 

 

 

 



様式第４号（第 13条関係） 

 

公有財産異動通知書 

 

所 有 地  

分 類  

種 類  

用

途 

異動前  

異動後  

異 動 理 由  

異 動 年 月 日   

異 動 数 量 

増 減 異動後の数量 

   

   

   

その他参考事項  

 

 上記のとおり公有財産に異動があったので通知します。 

 

      年  月  日 

 

          殿 

 

 

                                    ㊞ 

 

注１ 「分類」には、行政財産、普通財産の別を記載すること。 

 ２ 「種類」には、土地（宅地、田、畑等）建物（名称及び木造瓦葺平屋建等）を 

   記載すること。 

 

 

 

 

 



 


